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資料１ 2011年度（通期）連結業績 ①

正味収入保険料はグループで増収を確保。
タイ洪水および法人税率の引下げ等の影響により当期純利益は大幅な赤字。
期末配当を据え置き、安定配当を堅持。

2010年度 2011年度 2011年度

実績 ① 業績予想※1 ② 実績 ③ ③‐① ③‐②

 正味収入保険料 25,414 25,620 25,588 ＋ 174 △ 32 

 生命保険料 2,445 4,103 4,256 ＋ 1,810 ＋ 153 

 経常利益 210 △ 800 △ 962 △ 1,172 △ 162 

 三井住友海上 317 △ 550 △ 1,301 △ 1,619 △ 751 

 あいおいニッセイ同和損保 160 20 92 △ 68 ＋ 72 

 当期純利益※2 54 △ 1,450 △ 1,694 △ 1,748 △ 244 

 三井住友海上 228 △ 680 △ 1,306 △ 1,534 △ 626 

 あいおいニッセイ同和損保 △ 114 △ 480 △ 435 △ 321 ＋ 45 

 三井ダイレクト損保 2 1 3 ＋ 1 ＋ 2 

 三井住友海上あいおい生命 △ 71 △ 115 △ 113 △ 42 ＋ 2 

 三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命 93 53 59 △ 33 ＋ 6 

 海外保険子会社 45 △ 50 △ 67 △ 112 △ 17 

 その他･連結調整等 △ 129 △ 179 165 ＋ 294 ＋ 343 

（億円）

※1 「2011年度業績予想」は、2012年2月13日にリリースした業績予想に基づく。 以下同じ
※2 子会社の当期純利益は、出資持分ベース
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資料２ 2011年度（通期）連結業績 ②予想からの乖離の主な要因

2011年度
業績予想

2011年度
実績

差額

(a) (b) (b)-(a)

連結経常利益 △ 800 △ 962 △ 162 

 タイ洪水※1 △ 1,240 △ 1,614 △ 374 

 有価証券評価損 △ 585 △ 296 ＋ 289 

 法人税減税等※2 160 163 ＋ 3 

 その他 - △ 80 △ 80 

連結当期純利益 △ 1,450 △ 1,694 △ 244 

 タイ洪水※1 △ 790 △ 1,063 △ 273 

 有価証券評価損 △ 370 △ 190 ＋ 180 

 法人税減税等※2 △ 820 △ 815 ＋ 5 

 その他※3 - △ 156 △ 156 

※1 タイ洪水：保険金支払いに伴う異常危険準備金の取り崩し後の見込額（実績
には、対応する為替差益を含む）

※2 法人税減税等：有価証券評価損等に係る繰延税金資産の評価性引当額の
増加見通しを含めた金額（「資料4」参照）

※3 その他は、海外子会社の為替換算調整勘定の取崩額 △72億円 他

連結当期純利益（億円） （億円）
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資料３ 2011年度決算の概要 ③大型自然災害の影響

東日本大震災（家計地震を除く）

  インカードロス 2011年度中の支払額  2011年度経常利益影響

予想※ 実績 増減 予想※ 実績 増減 予想※ 実績 増減

 三井住友海上 1,940 2,342 +402 970 914 △55 △970 △1,305 △335 

 あいおいニッセイ同和損保 345 300 △45 170 83 △86 △195 △217 △22 

 海外保険子会社 75 92 +17 △75 △92 △17 

 合　計 2,360 2,735 +374 1,140 998 △141 △1,240 △1,614 △374 
※ 2012年2月13日公表

タイ洪水

当年度発生国内自然災害（東日本大震災影響を除く） （億円）

支払保険金 支払備金積増

 三井住友海上 431 △ 58 277 △ 336 94 

 あいおいニッセイ同和損保 194 △ 19 158 △ 177 17 

 三井住友海上あいおい生命 19 △ 6 13 △ 19 0

 合　計 645 △ 84 448 △533 112

2011年度末
支払備金

家計地震保険以外
2010年度末
支払備金

2011年度 インカードロス

（億円）

（億円）

（参考）タイ洪水 インカードロス 予想からの変動要因

主な要因 差額（億円）

 為替影響 +130 

+50 

+140 

+40 

 自社幹事契約増加（その他） +10 

 合計 +374 

 他社幹事契約増加（含む再保険子会社）

 自社幹事契約増加(機械＋建物）

 自社幹事契約増加（利益）

支払保険金 支払備金積増

 三井住友海上 329 289 39 

 あいおいニッセイ同和損保 220 202 17 

 合　計 549 492 57 

2011年度 インカードロス
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資料４ 2011年度決算の概要 ④法人税率引下げ等の影響・有価証券評価損

三井住友海上
（単体）

あいおいニッセイ
同和損保
（単体）

その他子会社
（単体）

連結調整
（含むﾊﾟｰﾁｪｽ差額）

 有価証券評価損 296 392 145 17 △258 

 うち株式 257 4 130 0 122 

ＭＳ＆ＡＤ
ホールディングス

（連結）

※三井住友海上（単体）には、連結上消去される子会社株式評価損372億円を含む（連結調整：△372億円）

※ ※

※2012年度より実施される税制改正により、法人税率が2段階で引き下げられることとなったことに伴い、繰延税金資産の取崩しを行った（当期純利益への影響 △560億円）
※この他、あいおいニッセイ同和損保において、市場環境を踏まえて有価証券に係る一時差異の解消スケジュールを見直したことによる、繰延税金資産の評価性引当増加

額を含む（当期純利益への影響：△255億円 （あいおいニッセイ同和損保（単体）では△246億円））

三井住友海上
（単体）

あいおいニッセイ
同和損保
（単体）

三井住友海上
あいおい生命

（単体）

三井住友海上
プライマリー生命

（単体）

その他子会社
（単体）

及び連結調整

 経常利益 163 72 90 － － 0 

 当期純利益 △ 815 △ 330 △ 490 △ 23 △ 17 46 

 その他有価証券
 評価差額金等

377 351 39 30 0 △ 44 

 純資産 △ 438 21 △ 451 7 △ 17 1 

ＭＳ＆ＡＤ
ホールディングス

（連結）

法人税率引き下げ等の影響 （億円）

有価証券評価損 （億円）
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保険料・保険金・ＥＩ損害率

資料５ 自動車保険の収支改善状況

64.8%67.0%63.3%ＥＩ損害率

2012.32011.32010.3＜除く損調費＞

+0.4%+2.8%△9.2%保険金単価増減

車両
（除く自然災害）

対物対人＜国内＞

+0.3%+1.6%△1.3%保険料増減要因

保険料保険料単価契約台数＜国内・営業ﾍﾞｰｽ＞

保険料・保険金・ＥＩ損害率

65.3%66.7%64.0%ＥＩ損害率

2012.32011.32010.3＜除く損調費＞

+0.2%+1.6%△6.3%保険金単価増減

車両
（除く自然災害）

対物対人＜国内＞

+3.1%+2.5%+0.6%保険料増減要因

保険料保険料単価契約台数＜国内・営業ﾍﾞｰｽ＞

※保険料増減要因の諸数値は営業成績ベース（4－3月）の対前年同期比

※ＥＩ損害率は損害調査費を除くベース。期間は各年度の4－3月（あいおいニッセイ同和損保の2010年度以前の数値はあいおい損保とニッセイ同和損保の単純合算値を使用）

※保険金単価の増減は3月末年度累計の前年同期比
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※特約事故を除く主要5担保種目計（除く自然災害）で比較

2011年度
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※2011年度の比較より自然災害の件数を除く

2010年度

2011年度

（%） 事故件数の推移 （1日あたり、対前年同月増減）事故件数の推移 （1日あたり、対前年同月増減）

三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保
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2011年度 2012年度（見込）

前期比

 正味収入保険料 25,588 26,300 ＋ 711 

 生命保険料 4,256 5,100 ＋ 844 

 経常利益 △ 962 1,250 ＋ 2,212 

 三井住友海上 △ 1,301 700 ＋ 2,001 

 あいおいニッセイ同和損保 92 360 ＋ 268 

 当期純利益 △ 1,694 800 ＋ 2,494 

 三井住友海上 △ 1,306 470 ＋ 1,776 

 あいおいニッセイ同和損保 △ 435 290 ＋ 725 

 三井ダイレクト損保 3 3 △ 0 

 三井住友海上あいおい生命 △ 113 10 ＋ 123 

 三井住友海上ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰ生命 59 59 △ 0 

 海外保険子会社 △ 67 204 ＋ 271 

 その他･連結調整等 165 △ 236 △ 401 

資料６ 2012年度（通期）連結業績予想 ①

※子会社の当期純利益は、出資持分ベース

（億円）
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三井住友海上 あいおいニッセイ同和損保

250億円 200億円

1,183億円 217億円

94億円 17億円

9％を継続 6％を継続

　
　

477億円 306億円

33.2%

 ネット一般利配収入

 法人税率

2012年3月末水準を想定

 当年度発生国内自然災害

 タイ洪水にかかる正味支払保険金

 東日本大震災にかかる正味支払保険金

 資産運用環境の前提

 

 異常危険準備金　火災保険繰入率

資料７ 2012年度（通期）連結業績予想 ②予想の主な前提

※2012年3月末 日経平均 10,084円
US$ 82.19円

ユーロ 109.80円
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取崩しの状況により、上記繰り入れ以外の特別な繰り入れを想定

海外子会社*2 利益減少
△112

国内主要損保発生保険金*1 増加
△1,746

国内主要損保発生保険金※1減少
+2,022

異常危険準備金取崩の増加
+891

法人税率引下げ影響等
△815

その他
+34

国内生保利益増加
＋84

異常危険準備金取崩の減少
△762

法人税率引下げ影響等の抜け
＋815

海外子会社※2 利益増加
＋271

その他
+64

資料８ 2012年度（通期）連結業績予想 ③実績との対比

連結当期純利益の推移と主な増減要因 （億円）

※1 国内主要損保発生保険金： 地震・自賠責を除く
※2 海外保険子会社： 海外生命保険子会社を含む

2011年度実績 2012年度予想
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2011年度

前期比

 正味収入保険料 12,692 12,900 207 

 正味保険料 増収率 3.1% 1.6% △1.5pt 

 正味損害率 84.8% 77.9% △6.9pt 

 正味事業費率 33.3% 33.0% △0.3pt 

 コンバインド・レシオ 118.1% 110.9% △7.2pt 

 インカードロス 11,220 7,943 △3,277 

 保険引受利益 △1,700 50 1,750 

 ネット一般利配 549 477 △72 

 有価証券売却損益 193 334 140 

 有価証券評価損 △392 △33 359 

 資産運用損益 365 734 368 

 経常利益 △1,301 700 2,001 

 特別損益 △10 △30 △20 

 当期純利益 △1,306 470 1,776 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 2.5% 1.0% △1.5pt 

 正味損害率 82.7% 75.4% △7.3pt 

 正味事業費率 34.9% 34.9% -    

 コンバインド・レシオ 117.6% 110.3% △7.3pt 

2012年度（見込）

資料９ 2012年度（通期）単体業績予想 三井住友海上①

※「正味損害率」は “リトン・ペイド” ベース

（億円）
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資料１０ 2012年度（通期）単体業績予想 三井住友海上②

正味損害率

2011年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 11,220 7,943 △3,277 

 国内自然災害／タイ洪水 3,324 250 △3,074 

 自然災害以外 7,895 7,693 △203 

2012年度（見込）

2011年度

前期比

 火　災 162.0% 128.2% △33.8pt 

 海　上 65.6% 54.3% △11.3pt 

 傷　害 60.2% 59.5% △0.7pt 

 自 動 車 73.3% 71.2% △2.1pt 

 自 賠 責 101.1% 96.1% △5.0pt 

 そ の 他 54.2% 56.1% 1.9pt 

 合　　計 84.8% 77.9% △6.9pt 

 除く自賠責・家計地震 75.6% 75.5% △0.1pt 

2012年度（見込）2011年度

増収率

 火　災 1,826 1,750 △4.2% 

 海　上 530 544 2.6% 

 傷　害 1,393 1,406 0.9% 

 自 動 車 5,709 5,855 2.5% 

 自 賠 責 1,461 1,555 6.4% 

 そ の 他 1,771 1,790 1.1% 

 合　　計 12,692 12,900 1.6% 

 除く自賠責 11,231 11,345 1.0% 

2012年度（見込）

※インカードロス＝正味支払保険金＋普通備金積増＋ＩＢＮＲ備金積増
※2011年度の「国内自然災害/タイ洪水」には、東日本大震災に伴うインカードロス 652億円（うち家計地震 711億円）、タイ洪水のインカードロス 2,342億円を含む

正味収入保険料

インカードロス

（億円）

（億円）
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資料１１ 2012年度（通期）単体業績予想 あいおいニッセイ同和損保①

2011年度

前期比

 正味収入保険料 10,746 11,100 353 

 正味保険料 増収率 △2.1% 3.3% 5.4pt 

 正味損害率 79.7% 70.6% △9.1pt 

 正味事業費率 35.1% 34.2% △0.9pt 

 コンバインド・レシオ 114.8% 104.8% △10.0pt 

 インカードロス 8,043 6,941 △1,102 

 保険引受利益 △200 130 330 

 ネット一般利配 362 306 △56 

 有価証券売却損益 138 111 △27 

 有価証券評価損益 △ 145 △ 20 125 

 資産運用損益 204 215 11 

 経常利益 92 360 268 

 特別損益 54 47 △7 

 当期純利益 △435 290 725 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 △3.1% 2.8% 5.9pt 

 正味損害率 77.4% 67.4% △10.0pt 

 正味事業費率 36.6% 35.9% △0.7pt 

 コンバインド・レシオ 114.0% 103.3% △10.7pt 

2012年度（見込）

（億円）
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2011年度

前期比

 火　災 140.0% 80.0% △60.0pt 

 海　上 54.7% 50.0% △4.7pt 

 傷　害 52.5% 53.0% 0.5pt 

 自 動 車 69.7% 66.7% △3.0pt 

 自 賠 責 95.0% 90.7% △4.3pt 

 そ の 他 70.4% 68.4% △2.0pt 

 合　　計 79.7% 70.6% △9.1pt 

 除く自賠責・家計地震 70.5% 67.4% △3.1pt 

2012年度（見込）

正味損害率

インカードロス

正味収入保険料

資料１２ 2012年度（通期）単体業績予想 あいおいニッセイ同和損保②

2011年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 8,043 6,941 △1,102 

 国内自然災害／タイ洪水 1,068 200 △868 

 自然災害以外 6,975 6,741 △234 

2012年度（見込）

2011年度

増収率

 火　災 1,197 1,235 3.1% 

 海　上 86 102 17.2% 

 傷　害 726 739 1.8% 

 自 動 車 6,315 6,479 2.6% 

 自 賠 責 1,450 1,543 6.4% 

 そ の 他 969 1,002 3.3% 

 合　　計 10,746 11,100 3.3% 

 除く自賠責 9,296 9,557 2.8% 

2012年度（見込）

※インカードロス＝正味支払保険金＋普通備金積増＋ＩＢＮＲ備金積増
※2011年度の国内自然災害には、東日本大震災に伴うインカードロス 547億円（うち家計地震 566億円）、タイ洪水のインカードロス 300億円を含む

（億円）

（億円）
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この資料に記載されている内容のうち、ＭＳ＆ＡＤホールディングスならびにグループ各社の将来に関する
計画や戦略、業績に関する予想や見通しは、現時点で把握できる情報から得られた当社グループの判断
に基づいています。実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績見通しと異なる結果になり得ること
をご承知おき下さいますようお願いいたします。実際の業績に影響を及ぼし得る要因としては、(1)事業を
取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、(3)為替レートの変動、(4)税制など諸制度の変更、
などがあります。

予想および見通しに関する注意事項


